
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪使用料・手数料の一斉見直しの状況≫ 

年 度 件 数 増 収 額 備 考 

８年度 ５９件 １６．３億円 ― 

１２年度 ７０件 ４６．３億円 
（３８．７億円） （ ）は府立高等学校授業料分 

 

≪法人事業税・法人府民税の超過課税による増収≫        （単位：億円） 

区 分 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ 

法人事業税 ２０２ １８６ １５２ １４０ １４８ １４８ １２４ １３４ 

法人府民税税割 １２７ １２１ ９８ ８８ ９６ ９２ ８０ ８５ 

同 均等割 ― ― ― ― ― １１ ４８ ５１ 

合 計 ３２９ ３０７ ２５０ ２２８ ２４４ ２５１ ２５２ ２７０ 

【これまでの取組について】 

公共サービスを適切に提供するためには、府の実施する施策・事業について、府税

を投入するサービスとして納税者の納得が得られるか（公共性の精査）、使い手の立場

に立ったサービスとなっているか（利用者主権の尊重）、サービスが効率的に提供され

ているか（効率性の追求）、といった観点からの点検が必要であり、サービス内容や費

用対効果の精査とともに、適正な受益者負担の徹底が必要です。 

使用料・手数料については、これまで法令等の改正に伴って適宜改定を行ってきま

した。また、概ね４年に１度、その間の情勢変化等を踏まえ、全面的な点検・見直し

を実施するとともに、適正な受益者負担を求める観点からコストや受益の度合いを勘

案しつつ、個別に見直しを実施してきました。 

府税については、昭和５０年の法人事業税の超過課税実施以降、情勢変化を踏まえ

た改正を実施しつつ、府の行政需要に鑑みた法人関係税の超過課税を実施してきたと

ころであり、平成１６年度現在では、法人事業税、法人府民税法人税割、法人府民税

均等割の超過課税を実施中です。また、銀行税についても実施しました。 

（１５） 適正な受益と負担 
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引き続き、受益と負担の適正化を追求します。 

使用料・手数料については、引き続き、法令等の改正に伴った所要の改定を行うととも

に、情勢変化等を踏まえた料金設定の点検・見直しを実施します。また、減免制度につい

ては、そのあり方について精査を行い必要な見直しを行います。また、負担の公平性の観

点からも、これら使用料・手数料等の適切な徴収に努めます。 

超過課税や法定外税など課税自主権の活用については、大阪府行財政改革有識者会議等、

各界の意見等を踏まえながら、その是非について、引き続き、議論・検討を行います。 
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使用料・手数料の料金設定の見直し 

情勢変化等を踏まえた使用料・手数料の設定の見直しを行います。 

≪具体的な取組項目≫ 

 

 

 

使用料・手数料の減免制度の精査 

減免制度について、そのあり方を精査し、必要な見直しを行います。 

≪具体的な取組項目≫ 

 

 

使用料・手数料等の適切な徴収 

使用料・手数料等について、収納向上に努めます。 

≪具体的な取組項目≫ 

 

 

 

課税自主権の活用 

超過課税や法定外税など課税自主権の活用について、引き続き検討を行います。 

 

府立高校授業料減免制度のあり方（H１８実施） 

府営住宅使用料（家賃）の収納率向上（H１７実施） 

府育英会奨学金等償還率の向上（H１７着手） 

府立高校納付金の改定 

違法駐車車両保管料の見直し（H１７実施） 

 取
取取組組組内内内容容容   

さらなる改革のために 



 

 

 

 

 

上記取組を行うとともに、下記課題については行財政改革ワーキング・グループ 

において、検討していきます。 

 

 民間や他府県との比較などにより、コストやサービス水準に見合った料金設定となっ

ているか否かの検証 

 現行超過課税の検証 

 新たな行政ニーズの有無と行政ニーズに対応するために法人や個人から新たな税負担

を求めることの適否  
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